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ります。また、企業同士は、製品・サービスに固

有の機能的特徴等や独自の魅力ある違い（非価格

要因）やそれらを絡めた費用対効果の高さを顧客

に訴求しています。

　一方、顧客の目で見て、複数製品の機能が同じ

（同質的）に見えるならば、違いは価格だけとなる

ので、顧客は価格が低い方を選ぶでしょう。「同

質的」と見なされた製品を販売する状況の中では、

企業がどれほど高額な設備で作ろうとも、顧客の

目には違いの要素は価格だけなのです。そうなる

と、企業は販売価格を当初の希望水準以下に引き

下げることを迫られます。発売した製品が事業計

画（希望）通りに売れることは「事業的成功」の１

つの側面とも言えます。とはいえ、製品・サービ

スを自社が希望した販売する価格で売り切る企業

は多くはないでしょう。

　希望する販売価格の設定は、総費用を価格決定

に反映させる力と同時に、その価格で販売する（売

りぬく）力を伴っているかどうかとかかわってい

ます。その製品に固有の魅力を顧客が感じること

で、同じ価格帯や少し高めの価格でもその商品を

購入する意欲が高まることがあります。それは、

他社品との違い（製品差別化）が実効的な状態であ

り、広い意味での企業ブランドの効果が発揮でき

る状況です。まずは、自社製品に固有で、他社製

品にない魅力を作り、訴求することが求められま

す。あるいは、中長期的な視点で非価格要因を高

めるための取り組みが必要です。製品差別化など

非価格要因が強いと、企業の希望通りの価格で販

売できる状況も出てくるでしょう。結局、稼ぐ力

を高めるには、売上高を闇雲に拡大することや、

もっぱら利益を得ることではなく、自社が希望す

る価格で、計画通りに販売する状況に近づけるこ

とが基本となるのです。そして、付加価値額を拡

大させる前提条件としては、顧客の満足感や納得

感を高める必要があります。商品とその販売価格

を見て、少し高くても顧客が納得し、進んで購入

する価値ある商品であるかどうかが、本質的に重

要だと思います。

　一部の中小企業は賃上げしたいがその原資がな

く、利益が出れば（増えれば）賃金を引き上げるこ

とができると見なされている。現状の利益水準を

上回る利益（目標利益額）が出た時に、従業者の賃

金を上げるという意味だろうか。それは「予想外」

の利益が出たので従業者に利益の一部を一時金

（ボーナス）として還元するという発想に近い。賃

金を上げるというのは、人件費を基本給（固定費）

＋αと捉えておき、基本給を上げることです。人

件費と利益額の合計が付加価値額ですから、賃金

支払いの原資は利益そのものではなく、付加価値

額です。つまり、企業が稼ぐお金と言う時、稼ぐ

べきお金とは付加価値額のことではないでしょう

か。付加価値額を拡大する力が不足していること

が賃金引上げの本質的な課題だと言えます。

　理屈上、企業が製品・サービスを希望価格で事

業計画通りの数量を販売（損益分岐点を超えて販

売）できれば、事業計画通りの利益を得られます。

しかし、通常の製品・サービスに何らかの価値を

付け、高機能化・「グレードアップ」することを、

メーカーや技術者は「高付加価値製品」と呼びま

すが、顧客の目で見て魅力と購買意欲を抱かなけ

れば、それらは売れず、売手の独りよがりに終わ

稼ぐ力
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